
 

【お詫び】 「平成 22年度届出外排出量の推計方法等（詳細版）」の訂正について 

 

 「平成 22年度届出外排出量の推計方法等（詳細版）」の掲載内容に誤りがありましたので、お詫

びして訂正いたします。訂正箇所は、大きく分けて以下の 2 ファイルです。 

 ※なお、当該訂正による届出外推計の集計数値への影響はありません。 

 

平成 22 年度届出外排出量の推計方法等（詳細版） ＞ Ｉ．推計方法の詳細 ＞ １．対象業種を

営む事業者からのすそ切り以下の排出量 のうち 

 

①「その 1 排出源別排出量推計方法」  （抜粋） 

公表資料の訂正箇所 訂正の内容 

ｐ37 
表 44 界面活性剤に係る需要分野別の
全国販売量（平成 22年度） 

販売量の表記においてゼロと「－」の表記が混在している
ため、販売量がゼロの場合には「－」に統一 

ｐ85 
2 事業者規模 21人未満の排出の割合 
（1行目） 

以下のとおり、文中の資料名の誤りを訂正 
（誤）事業所・企業統計調査(総務省) 
（正）経済センサス基礎調査（総務省） 

ｐ85 
2 事業者規模 21人未満の排出の割合 
（6行目の注釈） 

以下のとおり、注釈の業種の説明を訂正 
（誤）製造業、電気業、ガス業、倉庫業、自動車整備業 
（正）製造業、電気業、ガス業、倉庫業、自動車整備業等
の中分類 

 

②「その３ 都道府県別排出量推計方法」  （抜粋） 

公表資料の訂正箇所 訂正の内容 

ｐ3 
表 2 二つの方法で推計された業種別
の対象化学物質数 

合計欄を設けているが「合計」の表記が印字されていない
ため、表記を追加 

ｐ12
～19 

表 5 業種別・対象化学物質別・媒体別
のすそ切り以下排出量推計結果 

「媒体別のすそ切り以下排出量(kg/年)」の数値を訂正  

ｐ31 
表 6 「工場」等に該当する民営事業所
数の設定で代用した業種 

全ての業種を列挙し、毎年の推計対象外の業種が分かる
ような形式に訂正 

ｐ33
～34 

表 7 都道府県別・業種中分類別の｢工
場｣等に該当する民営事業所数 

「3500 電気業」「4400 倉庫業」「8630 計量証明業」「8800
医療業」が欠落しているため追加 

「3830下水道業」「5220自動車卸売業」「8716一般廃棄物
処理業」は推計対象外のため削除 

「3400その他の製造業」「8620商品検査業」の都道府県別
の事業所数を訂正 

 

訂正箇所は以上です。重ねてお詫び申し上げます。 

http://www.meti.go.jp/policy/chemical_management/law/prtr/h22kohyo/todokedegaisanshutudata.htm#syosai
http://www.meti.go.jp/policy/chemical_management/law/prtr/h22kohyo/todokedegaisanshutudata.htm#syosai
http://www.meti.go.jp/policy/chemical_management/law/prtr/h22kohyo/todokedegai_haisyutsu/syousai/1_1.pdf
http://www.meti.go.jp/policy/chemical_management/law/prtr/h22kohyo/todokedegai_haisyutsu/syousai/1_3.pdf

